
　

こ
う
し
た
な
か
、
A
P
C
D
が
主

体
と
な
り
タ
イ
で
の
第
三
国
研
修
「
障

害
者
支
援
に
関
す
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

ベ
ー
ス
の
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
開
発
に
係

る
知
識
共
創
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
が
14
年
か

ら
16
年
に
か
け
て
行
わ
れ
た
。
参
加
し

た
の
は
カ
ン
ボ
ジ
ア
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、

ミ
ャ
ン
マ
ー
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ベ
ト
ナ

ム
お
よ
び
タ
イ
の
6
か
国
。
対
象
と

な
っ
た
の
は
、
支
援
が
行
き
届
い
て
い

な
い
難
聴
や
自
閉
症
、
知
的
障
害
の
人

た
ち
だ
。
研
修
は
、
障
害
者
だ
け
で
な

く
あ
ら
ゆ
る
人
が
暮
ら
し
や
す
い
社
会

の
実
現
を
目
指
す
と
い
う
イ
ン
ク
ル
ー

シ
ブ
開
発
の
考
え
方
に
基
づ
く
。
参
加

国
の
支
援
団
体
の
能
力
向
上
と
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
づ
く
り
を
目
的
に
、
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
や
現
地
視
察
な
ど
が
行
わ
れ

た
。

　

J
I
C
A
タ
イ
事
務
所
の
浦
田
憲け

ん

さ

ん
は
「
A
P
C
D
で
は
、
研
修
を
き
っ

か
け
に
自
閉
症
の
人
た
ち
へ
の
継
続
的

な
支
援
の
必
要
性
が
認
識
さ
れ
ま
し
た
。

2
0
2
0
年
に
東
京
で
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
開
催
が
決

ま
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
さ
ら
に
ス
ポ
ー

ツ
と
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
を
通
じ
た
社

会
参
加
の
促
進
を
図
る
た
め
の
第
三
国

研
修
を
行
い
た
い
と
A
P
C
D
か
ら
要

請
を
受
け
ま
し
た
」
と
、
新
た
な
研
修

へ
の
期
待
が
あ
っ
た
こ
と
を
説
明
す
る
。

積
極
性
が
育
ま
れ
る

社
会
参
加
に
つ
な
が
る

 　

A
P
C
D
の
要
請
を
受
け
て
17
年

国
を
超
え
て
取
り
組
む

障
害
者
支
援

　

2
0
0
2
年
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域

を
対
象
に
、
障
害
者
が
社
会
か
ら
疎
外

さ
れ
る
こ
と
な
く
、
そ
の
能
力
を
発
揮

で
き
る
社
会
の
実
現
に
向
け
た

J
I
C
A
の
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

が
始
ま
っ
た
。
そ
の
一
環
と
し
て
バ
ン
コ

ク
に
設
立
さ
れ
た
の
が
、
同
地
域
内
の
障

害
者
当
事
者
組
織
と
支
援
組
織
、
各
国

政
府
な
ど
が
連
携
す
る
拠
点
「
ア
ジ
ア

太
平
洋
障
害
者
セ
ン
タ
ー（
A
P
C
D: 

A
sia-Pacific D

evelopm
ent Center 

on D
isability

）」
だ
。

　

09
年
に
は
タ
イ
王
室
が
後
援
す
る
財

団
法
人
と
な
り
、
以
降
、
A
S
E
A
N

事
務
局
や
国
際
交
流
基
金
、
日
本
財
団

な
ど
と
連
携
し
た
活
動
や
、
タ
イ
・
ヤ

マ
ザ
キ
社
と
の
協
働
に
よ
り
自
閉
症
や

知
的
障
害
の
あ
る
人
が
働
け
る
ベ
ー
カ

リ
ー
事
業
の
運
営
な
ど
を
実
施
。
タ
イ

国
際
協
力
局
お
よ
び
J
I
C
A
と
の
第

三
国
研
修＊

も
展
開
し
、
地
域
内
の
障
害
者

支
援
で
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。

Kingdom of Thailand

タイ

一人当たりの国民総所得は5,960ドル
（2017年）で、すでに中進国といえる。
インフラ整備、産業人材の育成、気候
変動対策、福祉サービスの改善などの
課題もあるが、途上国の支援国としても
存在感を増し、ASEAN地域の共通課題
にも積極的な対応を行っている。

国名  ：タイ王国
通貨 ： バーツ
人口 ：6,891万人

（2017年、タイ国勢調査）
公用語 ：タイ語

首都：
バンコク

か
ら
19
年
に
行
わ
れ
た
第
三
国
研
修

「
障
害
多
様
性
を
踏
ま
え
た
ス
ポ
ー
ツ

活
動
を
通
じ
た
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
開
発

の
実
現
」
に
は
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
、
ラ
オ

ス
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
、
タ
イ
お
よ
び
ベ
ト
ナ
ム
の
障

害
者
団
体
や
自
閉
症
・
精
神
障
害
の
当

事
者
と
そ
の
保
護
者
な
ど
計
69
人
が
参

加
し
た
。

　

講
師
に
は
筑
波
大
学
の
教
員
や
日
本

の
関
係
団
体
の
8
人
を
含
む
計
35
人
を

招
き
、
タ
イ
な
ど
で
の
事
例
を
紹
介
し

な
が
ら
ス
ポ
ー
ツ
や
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ

ン
活
動
と
障
害
者
の
能
力
向
上
の
関
係

を
講
義
で
学
び
、
パ
ラ
ス
ポ
ー
ツ
の
体

験
も
行
わ
れ
た
。
陸
上
、
水
泳
、
自
転

車
な
ど
一
般
的
な
種
目
の
ほ
か
、
17
年

に
は
ド
ッ
ジ
ビ
ー
、
18
年
に
は
キ
ン

ボ
ー
ル
、
19
年
に
は
卓
球
バ
レ
ー
の
体

験
を
実
施
し
た
と
こ
ろ
、「
こ
ん
な
競

技
は
知
ら
な
か
っ
た
が
、
帰
国
し
て
か

ら
み
ん
な
と
や
っ
て
み
た
い
」「
と
て

も
お
も
し
ろ
か
っ
た
」
と
参
加
者
か
ら

は
好
評
だ
っ
た
。

「
研
修
で
参
加
者
が
生
き
生
き
と
ス

ポ
ー
ツ
に
取
り
組
み
、
自
己
研
鑽
す
る

姿
を
見
た
と
き
、
ス
ポ
ー
ツ
を
通
し
て

積
極
的
な
姿
勢
が
育
ま
れ
、
社
会
参
加

に
つ
な
が
る
こ
と
を
実
感
し
ま
し
た
」

と
浦
田
さ
ん
は
語
る
。
A
P
C
D
か

ら
も
「
3
年
間
で
研
修
の
目
標
は
お
お

む
ね
達
成
し
た
と
評
価
し
て
い
ま
す
。

今
後
も
、
地
域
に
根
差
し
た
イ
ン
ク

ル
ー
シ
ブ
開
発
を
活
動
の
重
点
分
野
に

位
置
づ
け
る
と
同
時
に
、
障
害
者
、
障

害
者
団
体
の
災
害
対
策
能
力
強
化
に
も

取
り
組
ん
で
い
き
た
い
」
と
今
後
の
展

望
が
語
ら
れ
た
。

　

20
年
1
月
に
は
、
研
修
参
加
者
に
よ

る
母
国
で
の
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ
活
動
の

状
況
を
把
握
す
る
調
査
が
行
わ
れ
た
。

「
今
年
は
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
が
開
催
さ

れ
、
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ
へ
の
関
心
も
高

ま
り
ま
す
。
研
修
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の

結
果
を
ふ
ま
え
て
、
研
修
参
加
国
で
の

活
動
を
推
進
し
て
ほ
し
い
」
と
浦
田
さ

ん
は
期
待
し
て
い
る
。

アジア太平洋地域の障害者支援の拠点
アジア太平洋障害者センター

（APCD）

バンコクにあるAPCD。日本の無償資金協力で建てられた。

APCDの敷地内にある「60 Plus+ Bakery & Café」
では、タイ・ヤマザキ社から技術指導を受けた障
害者たちが、いろいろな業務に携わっている。

今日も一日
がんばりましょう

2017年
布でできた円盤で行うドッジボール形式のゲーム

ドッジビー

開講式

開講式2018年
直径122cmのボールで行うゲーム

キンボール

2019年
卓球台とピンポン球でバレーボールのように行うゲーム

卓球バレー

SPORTS
アジアの7か国が集合 !
2017年～2019年
第三国研修
社会参加を促す

スポーツやレクリエーションを学ぶ

円盤が
柔らかいから
安全

みんなで

パスを回すよ

ボールに
負けないで！

研修は実施することが目的ではなく、ス
タートだと思います。そのためにも研修
後の各国での取り組みを把握し、課題
に対するさらなる研修などを地域で継続
していきます。

JICAタイ事務所  浦田 憲さん

＊ JICAから資金や技術の支援を受けた国が近隣諸国から研修員を招いて、途上国間での技術協力を行うこと。

スポーツと開発
人々の可能性をひらく

特集

どんな障害者も
暮らしやすい社会へ

アジア太平洋地域に暮らす障害者は約4億人といわれ、
彼らが社会の一員として活躍できる環境整備が続けられている。

その一環として、スポーツ活動で障害者と社会をつなぐための研修が行われた。

案件名 障害者支援に関するコミュニティベースの
インクルーシブ開発に係る知識共創フォーラム（第三国研修）
2014年〜2016年
障害多様性を踏まえたスポーツ活動を通じた
インクルーシブ開発の実現（第三国研修）
2017年〜2019年

社会参加の促進を  case1

14April 202015 April 2020


